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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被監視装置に非定期の保守作業を施した時点を示す情報と、当該時点における障害の予
兆確率とを記憶する記憶手段と、
　前記記憶手段に記憶された情報に基づいて、障害の予兆確率の上昇に伴って増加する非
定期の保守作業の発生回数の累積値が予め定められた基準値を超えた際の障害の予兆確率
について特定し、被監視装置に保守作業を施す必要性の有無の判定基準となる閾値として
前記特定した障害の予兆確率を設定する設定手段と、
　被監視装置について障害の予兆確率を算出する算出手段と、
　前記算出手段により算出された障害の予兆確率と前記設定手段により設定された閾値と
に基づいて、被監視装置に保守作業を施す必要性の有無を判定する判定手段と、
　を備えたことを特徴とする保守判定装置。
【請求項２】
　前記記憶手段は、被監視装置に非定期の保守作業を施した時点を示す情報と、当該時点
における障害の予兆確率とを、被監視装置を識別する情報と対応付けて記憶し、
　前記算出手段は、被監視装置毎に、前記累積値が前記基準値を超えた際の障害の予兆確
率について特定して前記閾値を設定する、
　ことを特徴とする請求項１に記載の保守判定装置。
【請求項３】
　複数の被監視装置が各々の利用特性に応じて分類されており、
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　前記記憶手段は、被監視装置に非定期の保守作業を施した時点を示す情報と、当該時点
における障害の予兆確率とを、被監視装置が属する分類を識別する情報と対応付けて記憶
し、
　前記算出手段は、被監視装置の分類毎に、前記累積値が前記基準値を超えた際の障害の
予兆確率について特定して前記閾値を設定する、
　ことを特徴とする請求項１に記載の保守判定装置。
【請求項４】
　前記記憶手段は、被監視装置に非定期の保守作業を施した時点を示す情報と、当該時点
における障害の予兆確率とを、被監視装置に発生した障害の種類を識別する情報と対応付
けて記憶し、
　前記算出手段は、障害の種類毎に、前記累積値が前記基準値を超えた際の障害の予兆確
率とについて特定して前記閾値を設定する、
　ことを特徴とする請求項１乃至請求項３のいずれか１項に記載の保守判定装置。
【請求項５】
　保守作業の対象となる被監視装置と、被監視装置に保守作業を施す必要性を判定する保
守判定装置とを有し、
　保守判定装置は、
　被監視装置に非定期の保守作業を施した時点を示す情報と、当該時点における障害の予
兆確率とを記憶する記憶手段と、
　前記記憶手段に記憶された情報に基づいて、障害の予兆確率の上昇に伴って増加する非
定期の保守作業の発生回数の累積値が予め定められた基準値を超えた際の障害の予兆確率
について特定し、被監視装置に保守作業を施す必要性の有無の判定基準となる閾値として
前記特定した障害の予兆確率を設定する設定手段と、
　被監視装置について障害の予兆確率を算出する算出手段と、
　前記算出手段により算出された障害の予兆確率と前記設定手段により設定された閾値と
に基づいて、被監視装置に保守作業を施す必要性の有無を判定する判定手段と、
　を備えたことを特徴とする保守判定システム。
【請求項６】
　コンピュータに、
　被監視装置に非定期の保守作業を施した時点を示す情報と、当該時点における障害の予
兆確率とを記憶する記憶機能と、
　前記記憶機能により記憶された情報に基づいて、障害の予兆確率の上昇に伴って増加す
る非定期の保守作業の発生回数の累積値が予め定められた基準値を超えた際の障害の予兆
確率について特定し、被監視装置に保守作業を施す必要性の有無の判定基準となる閾値と
して前記特定した障害の予兆確率を設定する設定機能と、
　被監視装置について障害の予兆確率を算出する算出機能と、
　前記算出機能により算出された障害の予兆確率と前記設定機能により設定された閾値と
に基づいて、被監視装置に保守作業を施す必要性の有無を判定する判定機能と、
　を実現させるための保守判定プログラム。
【請求項７】
　保守判定装置が、
　被監視装置に非定期の保守作業を施した時点を示す情報と、当該時点における障害の予
兆確率とを記憶しておき、
　前記記憶された情報に基づいて、障害の予兆確率の上昇に伴って増加する非定期の保守
作業の発生回数の累積値が予め定められた基準値を超えた際の障害の予兆確率について特
定し、被監視装置に保守作業を施す必要性の有無の判定基準となる閾値として前記特定し
た障害の予兆確率を設定し、
　被監視装置について障害の予兆確率を算出し、
　前記算出された障害の予兆確率と前記設定手段により設定された閾値とに基づいて、被
監視装置に保守作業を施す必要性の有無を判定する、
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　ことを特徴とする保守判定方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、保守判定装置、保守判定システム、保守判定プログラム及び保守判定方法に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　紙などの記録材に画像を形成する機能を備えた画像形成装置として、複写機、プリンタ
装置、ファクシミリ装置、これらの機能を併せもった複合機などが知られている。
　このような画像形成装置では、その動作に支障をきたす障害（故障や不具合を含む）が
発生すると、画像形成装置の利用者に不便を生じることになる。そこで、画像形成装置に
おける障害の発生について予測を行い、障害の発生が予測された場合に、当該障害の防止
や解消のために有効な処置（障害の原因となる部品の交換、清掃、調整など）を判定（特
定）し、その結果を保守担当者などに知らせて保守作業を実施させることが検討されてい
る。
【０００３】
　これまで、画像形成装置や設備の保守に関する技術について、種々の発明が提案されて
いる。
　例えば、特許文献１には、画像形成装置の状態と関連がある複数種類の情報を取得し、
取得した複数種類の情報から指標値を算出し、算出した指標値の時間変化のデータに基づ
いて、その後の画像形成装置の状態の変化を判定する発明が開示されている。
【０００４】
　例えば、特許文献２には、観測によって得られる多次元信号から装置の状態を示す指標
値を作成し、これを所定の閾値と比較することにより近い将来に発生する可能性のある装
置の故障の発生を予測し、この故障発生予測に基づいて、指標値が所定の水準である第２
の閾値を超えたときに発現が予測される異常画像種を特定し、特定した異常画像種から当
該異常画像を疑似的に生成して印刷出力し、出力した異常画像をユーザが見て、そのまま
継続して装置を利用するか、装置の交換を行うかを判断する発明が開示されている。
【０００５】
　例えば、特許文献３には、管理装置が、受信した複数の状態データに基づいて、複数の
画像形成ユニット毎の異常予兆を判定し、複数の画像形成ユニット毎の異常予兆の指標を
示す予兆判別指標値を算出する推論部と、保守員の端末から診断依頼を受信した場合に、
保守管理システムから、画像形成ユニットの交換日を含む交換部品情報を取得する交換情
報取得部と、取得した交換部品情報に基づいて、予兆判別指標値に対する重み情報を算出
する判定テーブル作成部と、予兆判別指標値と重み情報から、画像形成ユニットごとの総
合診断値情報を算出する総合診断情報作成部と、総合診断値情報を保守員の端末に送信す
る総合診断情報連絡部とを備えた発明が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００５－０１７８７４号公報
【特許文献２】特開２００８－１０２４７０号公報
【特許文献３】特開２０１２－０７３９２３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　近年、被監視装置（例えば、画像形成装置）から収集した情報に基づいて当該画像形成
装置に近い将来に障害が発生する予兆確率を算出し、当該算出した障害の予兆確率に応じ
て当該画像形成装置に対する保守作業の実施を保守担当者に指示することが検討されてい
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る。
　本発明は、被監視装置の障害の予兆確率に応じた保守作業の実施を指示するタイミング
を適正化する技術を提案することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明（１）は、被監視装置に非定期の保守作業を施した時点を示す情報と、当該時点
における障害の予兆確率とを記憶する記憶手段と、前記記憶手段に記憶された情報に基づ
いて、障害の予兆確率の上昇に伴って増加する非定期の保守作業の発生回数の累積値が予
め定められた基準値を超えた際の障害の予兆確率について特定し、被監視装置に保守作業
を施す必要性の有無の判定基準となる閾値として前記特定した障害の予兆確率を設定する
設定手段と、被監視装置について障害の予兆確率を算出する算出手段と、前記算出手段に
より算出された障害の予兆確率と前記設定手段により設定された閾値とに基づいて、被監
視装置に保守作業を施す必要性の有無を判定する判定手段と、を備えたことを特徴とする
保守判定装置である。
【０００９】
　本発明（２）は、本発明（１）において、前記記憶手段は、被監視装置に非定期の保守
作業を施した時点を示す情報と、当該時点における障害の予兆確率とを、被監視装置を識
別する情報と対応付けて記憶し、前記算出手段は、被監視装置毎に、前記累積値が前記基
準値を超えた際の障害の予兆確率について特定して前記閾値を設定する、ことを特徴とす
る保守判定装置である。
【００１０】
　本発明（３）は、本発明（１）において、複数の被監視装置が各々の利用特性に応じて
分類されており、前記記憶手段は、被監視装置に非定期の保守作業を施した時点を示す情
報と、当該時点における障害の予兆確率とを、被監視装置が属する分類を識別する情報と
対応付けて記憶し、前記算出手段は、被監視装置の分類毎に、前記累積値が前記基準値を
超えた際の障害の予兆確率について特定して前記閾値を設定する、ことを特徴とする保守
判定装置である。
【００１１】
　本発明（４）は、本発明（１）～（３）において、前記記憶手段は、被監視装置に非定
期の保守作業を施した時点を示す情報と、当該時点における障害の予兆確率とを、被監視
装置に発生した障害の種類を識別する情報と対応付けて記憶し、前記算出手段は、障害の
種類毎に、前記累積値が前記基準値を超えた際の障害の予兆確率とについて特定して前記
閾値を設定する、ことを特徴とする保守判定装置である。
【００１２】
　本発明（５）は、保守作業の対象となる被監視装置と、被監視装置に保守作業を施す必
要性を判定する保守判定装置とを有し、保守判定装置は、被監視装置に非定期の保守作業
を施した時点を示す情報と、当該時点における障害の予兆確率とを記憶する記憶手段と、
前記記憶手段に記憶された情報に基づいて、障害の予兆確率の上昇に伴って増加する非定
期の保守作業の発生回数の累積値が予め定められた基準値を超えた際の障害の予兆確率に
ついて特定し、被監視装置に保守作業を施す必要性の有無の判定基準となる閾値として前
記特定した障害の予兆確率を設定する設定手段と、被監視装置について障害の予兆確率を
算出する算出手段と、前記算出手段により算出された障害の予兆確率と前記設定手段によ
り設定された閾値とに基づいて、被監視装置に保守作業を施す必要性の有無を判定する判
定手段と、を備えたことを特徴とする保守判定システムである。
【００１３】
　本発明（６）は、コンピュータに、被監視装置に非定期の保守作業を施した時点を示す
情報と、当該時点における障害の予兆確率とを記憶する記憶機能と、前記記憶機能により
記憶された情報に基づいて、障害の予兆確率の上昇に伴って増加する非定期の保守作業の
発生回数の累積値が予め定められた基準値を超えた際の障害の予兆確率について特定し、
被監視装置に保守作業を施す必要性の有無の判定基準となる閾値として前記特定した障害
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の予兆確率を設定する設定機能と、被監視装置について障害の予兆確率を算出する算出機
能と、前記算出機能により算出された障害の予兆確率と前記設定機能により設定された閾
値とに基づいて、被監視装置に保守作業を施す必要性の有無を判定する判定機能と、を実
現させるための保守判定プログラムである。
【００１４】
　本発明（７）は、保守判定装置が、被監視装置に非定期の保守作業を施した時点を示す
情報と、当該時点における障害の予兆確率とを記憶しておき、前記記憶された情報に基づ
いて、障害の予兆確率の上昇に伴って増加する非定期の保守作業の発生回数の累積値が予
め定められた基準値を超えた際の障害の予兆確率について特定し、被監視装置に保守作業
を施す必要性の有無の判定基準となる閾値として前記特定した障害の予兆確率を設定し、
被監視装置について障害の予兆確率を算出し、前記算出された障害の予兆確率と前記設定
手段により設定された閾値とに基づいて、被監視装置に保守作業を施す必要性の有無を判
定する、ことを特徴とする保守判定方法である。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明（１）、（５）～（７）によれば、被監視装置の障害の予兆確率に応じた保守作
業の実施を指示するタイミングを、本発明を適用しない場合に比べて適正化することがで
きる。
【００１６】
　本発明（２）、（３）によれば、保守作業の実施を指示するタイミングを、被監視装置
の利用者の特性に応じて適正化することができる。
【００１７】
　本発明（４）によれば、保守作業の実施を指示するタイミングを、被監視装置に発生す
る障害の特性に応じて適正化することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の一実施形態に係る保守判定システムの構成例を示す図である。
【図２】時系列データ変化点検出部及び予兆確率算出処理部の機能ブロックの例を示す図
である。
【図３】保守作業に係る保守データの例を示す図である。
【図４】予兆確率データの例を示す図である。
【図５】障害の予兆確率に対する非定期の保守作業の発生頻度の分布を示すヒストグラム
の例を示す図である。
【図６】ヒストグラム生成に係る処理フローの例を示す図である。
【図７】閾値の設定に係る処理フローの例を示す図である。
【図８】顧客の特性によって異なるヒストグラムの例を示す図である。
【図９】ヒストグラムに係る非定期の保守作業の発生回数の累積値を正規化した例を示す
図である。
【図１０】障害の種類毎に設定した閾値の例を示す図である。
【図１１】障害の種類毎に設定した閾値の他の例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　本発明の一実施形態について、図面を参照して説明する。
　図１には、本発明の一実施形態に係る保守判定システムの構成例を示してある。
　本例の保守判定システムは、用紙等の記録材に画像を形成して出力する画像形成装置１
００と、画像形成装置１００の管理者や保守作業の担当者などに利用される保守データ入
力端末２００と、を有している。図１の例では、２台の画像形成装置１００と２台の保守
データ入力端末２００とを示してあるが、これらの台数は任意である。
【００２０】
　また、本例の保守判定システムは、画像形成装置１００及び保守データ入力端末２００
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のそれぞれと有線又は無線により通信可能に接続された保守判定装置３００を有する。保
守判定装置３００は、画像形成装置１００及び保守データ入力端末２００から収集した情
報を用いて、画像形成装置１００に非定期の保守作業を施す必要の有無を判定する。なお
、図１では、保守判定装置３００を１台の装置により構成してあるが、複数台の装置に分
散した構成としてもよい。
【００２１】
　画像形成装置１００は、紙などの記録材に画像を形成する機能を備えた装置である。画
像形成装置１００としては、複写機、プリンタ装置、ファクシミリ装置などの装置が挙げ
られるほか、これらの装置の機能を複合的に備えた複合機も含まれる。
【００２２】
　画像形成装置１００は、画像形成プロセスの制御に関わる各種の画像形成パラメータの
値を検出する機能を有する。画像形成パラメータとしては、例えば、感光体電位、感光体
帯電電流、半導体レーザ光量、現像機トナー濃度、１次転写電流、２次転写電流、定着機
ヒートロール温度、プロコンパッチ濃度（プロセス制御用のパッチ濃度）などが挙げられ
る。画像形成パラメータは、画像形成装置１００の内部状態を示すパラメータであり、障
害の発生の予測に寄与し得るパラメータでもある。
【００２３】
　画像形成パラメータの値の検出は、予め規定されたタイミングで実施され、例えば、１
ページの印刷出力毎、１又は複数ページの印刷出力をまとめた印刷ジョブ毎、設定された
時間間隔（例えば、５分）の経過毎などのタイミングで実施される。検出する値としては
、その画像形成パラメータに該当する部位で計測された計測値を用いてもよく、各部位を
制御するための目標値を用いてもよく、計測値と目標値の差分といった他の種別の値を用
いてもよい。
　また、画像形成装置１００の内部状態を示すパラメータ（障害の発生の予測に寄与し得
るパラメータ）としては、装置の内部の温度や湿度といった使用環境を示す環境パラメー
タも挙げられる。本例の画像形成装置１００は、これらの環境パラメータを検出する機能
も有している。以下では、画像形成パラメータや環境パラメータを総称して監視パラメー
タと呼ぶ。
【００２４】
　また、画像形成装置１００は、検出した監視パラメータの値を、当該画像形成装置１０
０を識別する情報と、監視パラメータの値を検出した日時の情報と共に、検出データとし
て保守判定装置３００へ送信する。保守判定装置３００への検出データの送信は、画像形
成装置１００が自律的に行ってもよく、保守判定装置３００からの要求に応じて行っても
よい。
【００２５】
　保守データ入力端末２００は、利用者からの要請により画像形成装置１００の設置場所
に訪問して非定期の保守作業を実際に行った担当者やその報告を受けた者などから、実施
した保守作業に関する保守データの入力を受け付ける。入力される保守データとしては、
例えば、保守作業を実施した日時の情報、保守作業の対象となった画像形成装置１００を
識別する情報、保守作業で対処された障害の種類を示す情報、保守作業の内容を示す情報
などがある。
【００２６】
　ここで、保守作業には、予定された日時に実施される定期の保守作業と、他の日時に実
施される非定期の保守作業（例えば、画像形成装置１００に障害が発生した場合に利用者
からの要請で実施される緊急保守）があり、本例では、少なくとも、非定期の保守作業に
ついての保守データが入力されるものとし、以下では、非定期の保守作業に係る保守デー
タを用いて処理を行うこととする。
【００２７】
　また、保守データ入力端末２００は、入力された保守データを、保守判定装置３００へ
送信する。保守判定装置３００への保守データの送信は、保守データ入力端末２００が自
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律的に行ってもよく、保守判定装置３００からの要求に応じて行ってもよい。
　また、保守データ入力端末２００に手入力された保守データを送信する態様の他、例え
ば、画像形成装置１００側に保守作業の実施日や保守作業の内容（部品交換や調整など）
を検出して保守データを生成する機能を設け、保守判定装置３００へ送信するようにして
もよい。
【００２８】
　保守判定装置３００は、データ取得部３０１と、監視パラメータ時系列データ蓄積部３
０２と、時系列データ変化点検出部３０３と、予兆確率算出処理部３０４と、保守データ
／予兆確率蓄積部３０５と、ヒストグラム生成部３０６と、閾値設定部３０７と、訪問判
定部３０８と、出力部３０９と、を有している。
【００２９】
　データ取得部３０１は、画像形成装置１００から、検出データ（監視パラメータの値、
当該画像形成装置１００を識別する情報、監視パラメータの値を検出した日時の情報など
）を受信（取得）して、監視パラメータ時系列データ蓄積部３０２へ出力する。
　また、データ取得部３０１は、保守データ入力端末２００から、非定期の保守作業に係
る保守データ（保守作業を実施した日時の情報、保守作業の対象となった画像形成装置１
００を識別する情報、保守作業で対処された障害の種類を示す情報、保守作業の内容を示
す情報など）を受信（取得）して、保守データ／予兆確率蓄積部３０２へ出力する。
【００３０】
　監視パラメータ時系列データ蓄積部３０２は、データ取得部３０１により画像形成装置
１００から取得した検出データに基づいて、監視パラメータの値を予め定められた区間単
位のデータ特性を表す特徴量に変換し、当該変換した区間単位の特徴量を、当該画像形成
装置１００を識別する情報や、当該区間を示す日時の情報と対応付けて、監視パラメータ
の時系列データとして記憶（蓄積）する。
【００３１】
　特徴量への変換は、画像形成装置１００毎及び監視パラメータ毎に行われる。変換の区
間としては、例えば、時間の長さ、印刷ジョブの数、印刷ページの数といった種々の態様
で表現される区間を用いることができる。データ特性を表す特徴量として、本例では、１
日単位の区間における監視パラメータの値の平均値を算出するが、その他、処理対象とな
る障害の種類や監視パラメータの種類などに応じて、中央値、最頻値、標準偏差、歪度、
尖度などの他の指標値を算出してもよい。
【００３２】
　時系列データ変化点検出部３０３は、監視パラメータ時系列データ蓄積部３０２に蓄積
されている監視パラメータの時系列データに基づいて、監視パラメータの時系列的な推移
傾向が変化する変化点を検出する。本例の時系列データ変化点検出部３０３は、２つ以上
の変化点検出アルゴリズムを有しており、変化点検出アルゴリズム毎及び監視パラメータ
毎に変化点の検出を行う。
【００３３】
　変化点検出アルゴリズムとしては、例えば、データトレンドによる変化点検出アルゴリ
ズム、分散（標準偏差値）による変化点検出アルゴリズム、時系列データの関係性（相関
係数指標）による変化点検出アルゴリズム、マハラノビス距離による変化点検出アルゴリ
ズムなど、種々のアルゴリズムを用いることができる。
【００３４】
　予兆確率算出処理部３０４は、時系列データ変化点検出部３０３により検出された変化
点検出アルゴリズム毎及び監視パラメータ毎の変化点に基づいて、画像形成装置１００に
近い将来に障害が発生する予兆確率を算出する。
【００３５】
　時系列データ変化点検出部３０３及び予兆確率算出処理部３０４について更に説明する
。図２には、時系列データ変化点検出部３０３及び予兆確率算出処理部３０４の機能ブロ
ックの例を示してある。
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【００３６】
　時系列データ変化点検出部３０３は、監視パラメータ時系列データ蓄積部３０２に蓄積
されている監視パラメータ群（各監視パラメータの時系列データ）３２１に基づいて、上
述したような複数（本例では、＃１～＃ｎのｎ個）の変化点検出アルゴリズム３２３を用
いて変化点の検出を行う。変化点検出の対象となる監視パラメータとしては、各々の変化
点検出アルゴリズム３２３の特性に応じて異なるものが用いられ得る。また、各々の変化
点検出アルゴリズム３２３の前段に、監視パラメータ毎に重み付け値（係数）を付与する
パラメータ毎重付部３２２を設けてあり、各監視パラメータの時系列データに重み付け値
を乗じた結果を変化点検出アルゴリズム３２３へ受け渡すことで、変化点検出アルゴリズ
ム３２３毎に各監視パラメータの感度を調整する仕組みになっている。
【００３７】
　予兆確率算出処理部３０４は、画像形成装置１００に近い将来に障害が発生する予兆確
率を算出する方式や条件などを設定した予兆診断モデルを保持する予兆診断モデル保持部
３２５と、各々の変化点検出アルゴリズム３２３で検出された変化点検出アルゴリズム毎
及び監視パラメータ毎の変化点と予兆診断モデル保持部３２５に保持されている予兆診断
モデルとに基づいて、処理対象の画像形成装置１００について障害の予兆確率を算出する
予兆確率演算部３２４と、を有する。予兆診断モデルは障害の種類毎に用意してあり、予
兆確率演算部３２４は、画像形成装置１００毎及び障害の種類毎に、該当する予兆診断モ
デルを用いて障害の予兆確率を算出する。
【００３８】
　予兆確率算出処理部３０４により算出された障害の予兆確率は、出力部３０９を通じて
、例えば、その対象の画像形成装置１００に送信され、当該画像形成装置１００の操作パ
ネル等により表示出力される。また、障害の予兆確率は、保守データ入力端末２００や保
守判定装置３００などの他の装置により表示出力を行うようにしてもよい。なお、出力部
３０９は、このような表示出力ではなく、音声出力や印刷出力などの他の態様により障害
の予兆確率の出力を行ってもよい。
　更に、予兆確率算出処理部３０４により算出された障害の予兆確率は、算出対象の画像
形成装置１００を識別する情報、障害の予兆確率を算出した日時の情報、障害の予兆確率
に係る障害の種類を示す情報などとともに、予兆確率データとして保守データ／予兆確率
蓄積部３０５へ出力される。
【００３９】
　保守データ／予兆確率蓄積部３０５は、データ取得部３０１により保守データ入力端末
２００から取得した非定期の保守作業に係る保守データと、予兆確率算出処理部３０４に
より算出された障害の予兆確率を含む予兆確率データとを記憶（蓄積）する。
【００４０】
　図３には、保守データ／予兆確率蓄積部３０５に蓄積された非定期の保守作業に係る保
守データの例を示してある。図３の例において、「訪問日時」は保守作業を実施した日時
の情報であり、「所要時間」は保守作業に要した時間を示す情報であり、「機械番号」は
保守作業の対象となった画像形成装置１００を識別する情報であり、「トラブル分類」及
び「トラブル内容」は保守作業で対処された障害の種類を示す情報であり、「処置内容」
、「調整」及び「交換部品」は保守作業の内容を示す情報である。
【００４１】
　図４には、保守データ／予兆確率蓄積部３０５に蓄積された予兆確率データの例を示し
てある。図４の例において、「機械番号」は障害の予兆確率の算出対象となった画像形成
装置１００を識別する情報であり、「日付」は障害の予兆確率を算出した日時の情報であ
り、「対象トラブル」は障害の予兆確率に係る障害の種類を示す情報であり、「予兆確率
」は障害の予兆確率を示す情報である。
　本例では、予兆確率算出処理部３０４が障害の予兆確率を日々算出しており、保守デー
タ／予兆確率蓄積部３０５に日々の障害の予兆確率が逐次記録される。
【００４２】



(9) JP 6136745 B2 2017.5.31

10

20

30

40

50

　ヒストグラム生成部３０６は、画像形成装置１００毎及び障害の種類毎に、保守データ
／予兆確率蓄積部３０５に蓄積されている非定期の保守作業に係る保守データ及び日々の
予兆確率データに基づいて、障害の予兆確率に対する非定期の保守作業の発生回数の分布
を示すヒストグラムを生成する。
　図５には、障害の予兆確率に対する非定期の保守作業の発生回数の分布を示すヒストグ
ラムの例を示してある。同図のグラフにおいて、横軸は、障害の予兆確率を表し、縦軸は
、障害の予兆確率に対応する非定期の保守作業の発生回数を表す。すなわち、このヒスト
グラムは、非定期の保守作業を行った日（利用者から保守作業の要請があった日）の障害
の予兆確率に基づいて、障害の予兆確率毎に非定期の保守作業の発生回数を示したもので
あり、同ヒストグラムを見ることで、障害の予兆確率と非定期の保守作業の発生頻度との
関係を把握できる。
【００４３】
　閾値設定部３０７は、画像形成装置１００毎及び障害の種類毎に、ヒストグラム生成部
３０６により生成されたヒストグラムに基づいて、画像形成装置１００に保守作業を施す
必要性の有無の判定基準となる閾値を設定する。
　閾値設定部３０７による閾値の設定は、障害の予兆確率と非定期の保守作業の発生頻度
との関係の傾向がヒストグラムに現れる程度の件数の非定期の保守作業が実施された後に
行われる。
【００４４】
　訪問判定部３０８は、画像形成装置１００毎及び障害の種類毎に、予兆確率算出処理部
３０４により算出された障害の予兆確率と閾値設定部３０７により設定された閾値とに基
づいて、画像形成装置１００に保守作業を施す必要の有無を判定する。すなわち、予兆確
率算出処理部３０４により算出された障害の予兆確率が、閾値設定部３０７により設定さ
れた閾値より大きい（又は閾値以上）となった場合に、画像形成装置１００に保守作業を
施す必要があると判定する。
　訪問判定部３０８による判定は、該当する画像形成装置１００及び障害の種類について
閾値設定部３０７により閾値が設定された後に行われる。
【００４５】
　出力部３０９は、訪問判定部３０８により画像形成装置１００に保守作業を施す必要が
あると判定されたことに応じて、画像形成装置１００に対する保守作業の実施指示を出力
する。本例では、対象の画像形成装置１００の保守作業を担当する保守担当者が扱う保守
データ入力端末２００に保守作業の実施指示の情報を送信して表示出力させるが、他の装
置により表示出力を行うようにしてもよく、保守担当者に保守作業の実施指示が伝達され
ればよい。また、出力部３０９は、このような表示出力ではなく、音声出力や印刷出力な
どの他の態様により保守作業の実施指示の出力を行ってもよい。
【００４６】
　ヒストグラム生成部３０６及び閾値設定部３０７について更に説明する。
　図６には、ヒストグラム生成部３０６によるヒストグラム生成に係る処理フローの例を
示してある。
　まず、ヒストグラム生成の対象とする障害の種類の設定と、対象とする画像形成装置１
００の設定を行う（ステップＳ１１，Ｓ１２）。また、障害の予兆確率の範囲（０％～１
００％）を或る幅単位で区切った区間毎に非定期の保守作業の発生回数のカウンタを有し
ており、各カウンタをゼロに初期化する。本例では、５％刻みで区切った区間毎に非定期
の保守作業の発生回数のカウンタを有している。
【００４７】
　次に、保守データ／予兆確率蓄積部３０５から、対象の障害の種類及び対象の画像形成
装置１００についての保守データを検索して（ステップＳ１３）、非定期の保守作業を行
った日付を取得する（ステップＳ１４）。
　次に、保守データ／予兆確率蓄積部３０５から、対象の障害の種類及び対象の画像形成
装置１００について、ステップＳ１４で取得した日付（非定期の保守作業を行った日付）



(10) JP 6136745 B2 2017.5.31

10

20

30

40

50

の予兆確率データを検索して（ステップＳ１５）、当該日付時点の障害の予兆確率を取得
する（ステップＳ１６）。
【００４８】
　例えば、図３及び図４の例において、対象とする画像形成装置１００について「機械番
号」＝“１２３４５６”とし、対象とする障害の種類について「トラブル分類／トラブル
内容」＝“画質トラブル／濃度ムラ”とした場合には、非定期の保守作業を行った日付と
して“２０１３／３／７”が取得され、当該日付時点の障害の予兆確率として“９０％”
が取得される。
【００４９】
　次に、ステップＳ１６で取得した障害の予兆確率に対応する区間の非定期の保守作業の
発生回数のカウンタに１を加算する（ステップＳ１７）。
　次に、全ての非定期の保守作業の事例について処理を終えたかを判定する（ステップＳ
１８）。全ての非定期の保守作業の事例について処理を終えていないと判定された場合に
は、その事例についてステップＳ１３以降の処理を繰り返す。一方、全ての非定期の保守
作業の事例について処理を終えたと判定された場合には、区間毎の非定期の保守作業の発
生回数を区間順に並べてヒストグラムを生成し、保存する（ステップＳ１９）。
【００５０】
　以上の処理を、対象の障害の種類及び対象の画像形成装置１００を切り替えながら繰り
返すことで、画像形成装置１００毎及び障害の種類毎に、障害の予兆確率に対する非定期
の保守作業の発生回数の分布を示すヒストグラムを生成できる。
【００５１】
　図７には、閾値設定部３０７による閾値の設定に係る処理フローの例を示してある。
　まず、ヒストグラム生成部３０６により生成されたヒストグラムについて、区間毎の非
定期の保守作業の発生回数の累積値を区間順に算出し（ステップＳ３１）、累積値を正規
化（規格化とも言う）して累積頻度値を算出する（ステップＳ３２）。
　次に、累積頻度値が予め定めた基準値（例えば、５０％）を超える区間を特定し（ステ
ップＳ３３）、当該区間に係る障害の予兆確率の範囲について代表値を決定して閾値に設
定する（ステップＳ３４）。本例では、閾値に設定する代表値として、該当区間に係る障
害の予兆確率の範囲の中央値を用いるが、当該範囲の上限値や下限値などの他の代表値を
用いてもよい。
【００５２】
　図８には、顧客（画像形成装置１００の利用者）の特性によって異なるヒストグラムの
例を示してある。同図のグラフにおいて、横軸は、障害の予兆確率を表し、縦軸は、障害
の予兆確率に対応する非定期の保守作業の発生回数を表す。すなわち、図５と同様に、非
定期の保守作業を行った日（利用者から保守作業の要請があった日）の障害の予兆確率に
基づいて、障害の予兆確率毎に非定期の保守作業の発生回数を示したものであり、同ヒス
トグラムを見ることで、障害の予兆確率と非定期の保守作業の発生頻度との関係を把握で
きる。
【００５３】
　図８（ａ）のヒストグラムは、例えば、画質要求レベルが高い顧客の場合に得られるヒ
ストグラムの例であり、予兆確率が４０％と低い段階で非定期の保守作業の発生がピーク
になっている。図８（ｂ）のヒストグラムは、例えば、画質要求レベルが低い顧客の場合
に得られるヒストグラムの例であり、予兆確率が８０％と高い段階で非定期の保守作業の
発生がピークになっている。図８（ｃ）のヒストグラムは、例えば、カラー情報をあまり
出力しない顧客の場合に得られるヒストグラムの例であり、予兆確率が８０％～１００％
と高い段階で非定期の保守作業の発生がピークになっている。
　このように、顧客の特性に応じて、利用者に保守作業を要請された際の障害の予兆確率
の傾向が異なることが分かる。
【００５４】
　図９には、ヒストグラムに係る非定期の保守作業の発生回数の累積値を正規化した累積
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頻度値の例を示してある。同図のグラフにおいて、横軸は、障害の予兆確率を表し、縦軸
は、障害の予兆確率に対応する累積頻度値を表す。図８の例では、特性が異なる３つのヒ
ストグラムについて、障害の予兆確率の上昇に伴う累積頻度値の推移を示している。ここ
で、累積頻度値は、非定期の保守作業の発生回数の総数に対する累積値の割合を百分率で
表現したものである。
【００５５】
　閾値設定部３０７は、各々のヒストグラム（つまり、各々の顧客）について累積頻度値
の推移が基準値（本例では、５０％）を超えた際の障害の予兆確率を特定し、閾値に設定
する。これにより、顧客の特性に合わせた閾値の設定を行うことができる。つまり、障害
の予兆確率が低い段階で保守作業の要請を行っていた顧客は低い閾値が設定され、障害の
予兆確率が高くなってから保守作業の要請を行っていた顧客に対しては高い閾値が設定さ
れる。
　したがって、顧客の特性に応じて設定した閾値を用いて保守作業を施す必要性の有無を
判定することが可能となり、顧客の特性に応じて保守作業の指示タイミングを適正化でき
る。
【００５６】
　ここで、上記の説明では、閾値を設定する際の累積頻度値に係る基準値を５０％とした
が、他の値を基準値にしても構わない。例えば、基準値を低く設定すると、顧客からの非
定期の保守作業の要請が減少し、顧客満足度の向上を期待できるが、自発的な保守作業が
増加する。また、基準値を高く設定すると、自発的な保守作業が減少し、保守作業に要す
るコストの低減を期待できるが、顧客からの保守作業の要請は増加する。どのような基準
値を用いるかは、顧客満足度と保守作業に要するコストとのバランスを考慮して設定すれ
ばよい。
【００５７】
　また、閾値の設定は、上記のような累積頻度値と基準値を用いる方法以外で行っても構
わない。すなわち、例えば、累積頻度値が急増した時点（例えば、累積頻度値の変化率が
基準変化率以上となった時点）の障害の予兆確率を特定し、当該特定した障害の予兆確率
から規定値（例えば、５％）を差し引いた結果を閾値に設定してもよい。また、例えば、
ヒストグラム生成部３０６により生成されたヒストグラムを表示出力してユーザ（例えば
、保守管理者）に見せ、当該ユーザから閾値の入力を受けて設定してもよい。
【００５８】
　図１０には、或る画像形成装置１００について障害の種類毎に設定した閾値の例を示し
てある。図１０の例では、“濃度ムラ”、“線・スジ”、“白抜け・色抜け”、“汚れ”
、“かぶり”といった各々の画質トラブルについて個別に閾値を設定してある。このよう
に、障害の種類に応じて設定した閾値を用いて保守作業を施す必要性の有無を判定すれば
、障害の特性に応じて保守作業の指示タイミングを適正化できる。また、障害の防止や解
消のために適切なツールや交換部品などを用意して保守訪問を行うことができ、従来に比
べて保守作業に要する時間の短縮を図ることができる。
【００５９】
　図１１には、或る画像形成装置１００について障害の種類毎に設定した閾値の他の例を
示してある。図１１（ａ）は、カラー情報の出力が多く色変動要求が高い顧客についての
閾値の例であり、“濃度ムラ”の閾値が低い一方で他の障害の閾値は高いパターンになっ
ている。図１１（ｂ）は、白黒印刷が多く且つジャムの頻度を抑えたい顧客についての閾
値の例であり、“かぶり”の閾値と“ジャム”の閾値が低いパターンになっている。この
ように、顧客の特性及び障害の特性に応じて閾値を設定することで、より適切に保守作業
の指示タイミングを調整することができる。
【００６０】
　以上のように、本例の保守判定装置３００では、ヒストグラム生成部３０６により、保
守データ／予兆確率蓄積部３０５に蓄積されている非定期の保守作業に係る保守データ及
び日々の予兆確率データに基づいて、障害の予兆確率に対する非定期の保守作業の発生回
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数の分布を示すヒストグラムを生成し、閾値設定部３０７により、当該ヒストグラムから
把握される障害の予兆確率と非定期の保守作業の発生頻度との関係に基づいて、画像形成
装置１００に対して保守作業を施す必要性の有無の判定基準となる閾値を設定するように
した。そして、閾値の設定後は、訪問判定部３０８により、予兆確率算出処理部３０４で
算出された障害の予兆確率と閾値設定部３０７で設定された閾値とに基づいて、画像形成
装置１００に保守作業を施す必要性の有無を判定し、保守作業を施す必要が有ると判定さ
れたことに応じて、出力部３０９により、画像形成装置１００に対する保守作業の実施指
示を出力するようにした。
【００６１】
　このように、過去に実施した複数の非定期の保守作業の各時点における障害の予兆確率
を考慮して閾値の設定を行うことで、非定期の保守作業が多く発生した障害の予兆確率に
至る前の段階で自発的な保守作業の実施を保守担当者に促すことができ、保守作業の実施
を指示するタイミングが適正化される。
【００６２】
　また、本例では、顧客（画像形成装置１００の利用者）毎にヒストグラムを作成して閾
値の設定を行うようにしたので、顧客の特性に応じて自発的な保守作業の実施を保守担当
者に促すことできる。
　すなわち、例えば、障害の予兆確率が低い段階で保守作業の要請を行っていた顧客に対
しては閾値を低く設定することで非定期の保守作業の回数を減らすことができ、顧客満足
度を高めることができる。また、例えば、障害の予兆確率が高くなってから保守作業の要
請を行っていた顧客に対しては閾値を高く設定することで自発的な保守作業の回数を減ら
すことができ、保守作業に要するコストを減らすことができる。
【００６３】
　なお、同一の顧客が複数台の画像形成装置１００を有している場合には、画像形成装置
１００単位で閾値の設定を行ってもよく、顧客単位で閾値の設定を行ってもよい。顧客単
位で閾値の設定を行う場合には、画像形成装置１００を識別する情報（本例では「機械番
号」）と顧客を識別する情報とを対応付けておき、この対応を利用して顧客毎にヒストグ
ラムを集約し、当該集約したヒストグラムに基づいて閾値の設定を行えばよい。
【００６４】
　また、本例では、障害の種類毎にヒストグラムを作成して閾値の設定を行うようにした
ので、障害の特性に応じて自発的な保守作業の実施を保守担当者に促すことができる。
　すなわち、例えば、障害の予兆確率が低い段階で保守作業の要請を顧客から受けた障害
に対しては閾値を低く設定することで非定期の保守作業の回数を減らすことができ、顧客
満足度を高めることができる。また、例えば、障害の予兆確率が高くなってから保守作業
の要請を顧客から受けた障害に対しては閾値を高く設定することで自発的な保守作業の回
数を減らすことができ、保守作業に要するコストを減らすことができる。
　更に、障害の防止や解消のために適切なツールや交換部品などを用意して保守訪問を行
うことができ、従来に比べて保守作業に要する時間の短縮を図ることができる。
【００６５】
　ここで、上記の説明では、顧客（画像形成装置１００の利用者）毎にヒストグラムを作
成して閾値を設定したが、複数の画像形成装置１００を各々の利用特性に応じて分類（層
別）しておき、分類毎にヒストグラムを作成して閾値を設定してもよい。
　画像形成装置１００の分類は種々の手法により行うことができ、例えば、画像形成装置
１００毎に月間印刷枚数あたりの非定期の保守作業の回数を算出し、これを離散化した結
果に基づいて、各画像形成装置１００を分類すればよい。このように、画像形成装置１０
０の利用の仕方が類似する傾向を有するもの同士が同じ分類に属するように層別し、分類
単位で作成して閾値を設定することで、処理の効率化を図ることができる。
【００６６】
　また、例えば、顧客（画像形成装置１００の利用者）の業種毎に利用特性が類似するこ
とが想定されるので、業種単位に各画像形成装置１００を分類してもよい。これにより、



(13) JP 6136745 B2 2017.5.31

10

20

30

40

処理の効率化を図ることができるだけでなく、非定期訪問の実績が十分でない顧客につい
ても、適切なタイミングで保守作業の指示を行える。
【００６７】
　ここで、本例の保守判定装置３００は、各種演算処理を行うＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　
Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）、ＣＰＵの作業領域となるＲＡＭ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａ
ｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）や基本的な制御プログラムなどを記録したＲＯＭ（Ｒｅａｄ
　Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）等の主記憶装置、各種のプログラムやデータを記憶するＨＤ
Ｄ（Ｈａｒｄ　Ｄｉｓｋ　Ｄｒｉｖｅ）等の補助記憶装置、各種の情報を表示出力するた
めの表示装置及び操作者により入力操作に用いられる操作ボタンやタッチパネル等の入力
機器とのインタフェースである入出力Ｉ／Ｆ、他の装置との間で有線又は無線により通信
を行うインタフェースである通信Ｉ／Ｆ、といったハードウェア資源を備えたコンピュー
タにより実現されている。
【００６８】
　そして、本発明に係るプログラムを補助記憶装置等から読み出してＲＡＭに展開し、こ
れをＣＰＵにより実行させることで、本発明に係る保守判定装置の機能をコンピュータ上
に実現している。
　なお、本例では、本発明に係る記憶手段の機能を保守データ／予兆確率蓄積部３０５に
より実現し、本発明に係る設定手段の機能をヒストグラム生成部３０６及び閾値設定部３
０７により実現し、本発明に係る算出手段の機能を時系列データ変化点検出部３０３及び
予兆確率算出処理部３０４により実現し、本発明に係る判定手段の機能を訪問判定部３０
８により実現している。
【００６９】
　ここで、本発明に係るプログラムは、例えば、当該プログラムを記憶したＣＤ－ＲＯＭ
等の外部記憶媒体から読み込む形式や、通信網等を介して受信する形式などにより、保守
判定装置３００のコンピュータに設定される。
　なお、本例のようなソフトウェア構成により各機能部を実現する態様に限られず、各機
能部を専用のハードウェアモジュールで実現するようにしてもよい。
【００７０】
　また、本例では、ヒストグラム生成部３０６及び閾値設定部３０７と訪問判定部３０８
の両方を備えた保守判定装置３００の例を示したが、ヒストグラム生成部３０６及び閾値
設定部３０７と訪問判定部３０８はそれぞれ別の装置に設けてもよい。
【００７１】
　また、上記の説明では、画像形成装置１００を被監視装置の例として、被監視装置に係
る処置の判定について説明をしたが、本発明は、保守作業の必要性を判定することが有効
な他の装置を被監視装置としてもよく、保守判定装置３００が被監視装置から処置の判定
に必要な情報を収集する仕組みがあればよい。
【産業上の利用可能性】
【００７２】
　被監視装置に対する保守作業の必要性を判定する種々のシステムや装置、これらのプロ
グラム、方法等に利用することができる。
【符号の説明】
【００７３】
　１００：画像形成装置、　２００：保守データ入力端末、　３００：保守判定装置、
　３０１：データ取得部、　３０２：監視パラメータ時系列データ蓄積部、　３０３：時
系列データ変化点検出部、　３０４：予兆確率算出処理部、　３０５：保守データ／予兆
確率蓄積部、　３０６：ヒストグラム生成部、　３０７：閾値設定部、　３０８：訪問判
定部、　３０９：出力部、　３２１：監視パラメータ群、　３２２：パラメータ毎重付部
、　３２３：変化点検出アルゴリズム、　３２４：予兆確率演算部、　３２５：予兆診断
モデル保持部
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